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要約 

・日本の食料自給率はカロリーベースで見ると、先進国では最も低い 40％である。それゆ

え、日本の食料供給を外国からの輸入に依存することは避けられない。また、日本の食品輸

入は、特定の国から特定の食料を輸入しているという特徴がある。その中でも、中国が重要

な役割を担っている。中国は 2006 年に輸出入総額でアメリカを抜き、日本の最大貿易相手

国となった。生鮮・冷凍野菜の半分以上は中国からの輸入に依存しており、冷凍食品の輸入

に至っては 3 分の 2 を占めている。日本人の生活において、中国産食品は不可欠であるほ

ど重要な割合を占めており、例え日本の食料自給率が向上したとしても輸入は依然として必

要である。 

・中国の食料自給率は 95％という高水準を維持しているにもかかわらず、人口増加や経済

成長に伴い食料需要は増加し、都市化、工業化及び緑化事業などによって耕地面積は減尐し

ている。さらに、世界の食料需給バランスは逼迫しているにもかかわらず、中国は食料需要

の増加から輸入を拡大し、主要穀物に対し輸出規制を行っている。中国の食品輸出額で 1

番多い水産物、それに次ぐ野菜について、日本が最大の輸出相手国である。したがって、日

本と中国は互いを食品の輸出入相手国として重視している。現在中国政府は、食料生産の維

持や耕地面積の減尐などの課題に直面している。中国の農業の持続的な発展は日本の食糧安

全保障に資することから、日本は中国の農業政策を支持する必要性と利害関係を有している

ため、課題解決に向けて協力体制を構築していくべきである。 

・近年、中国で生産・輸出された食品の安全性について様々な事件が発生している。厚生労

働省が輸入食品に対し実施した監視指導の統計によると、中国産食品は違反件数の１、２位

をほぼ占めており、中国産食品の安全性確保は急務である。中国側は食品輸出制度の強化を

図っている。ただ、いかなる国家においても完全な安全保証システムはありえず、食品安全

規制に関する信頼性が確保されているとする先進国、例えば我が国においても事故米や異物

混入など、食の安全性を巡る問題は数多く発生している。すなわち、中国が行っている食の

安全性確保に対する取り組みは、現段階で実行できる妥当な対応であり、実情に合致してい

ると言えるのではないか。中国は今後、安全性に関する国際基準に沿った制度の整備が必要

になってくるだろう。 

・中国の輸出検査体制はまだ発展段階ではあるが確実に厳重なものとなってきている。しか

し、日本の消費者は中国産食品に対し依然として不安を抱いている。これは消費者の意識悪

化に留まらず国家間の関係が悪化する原因に発展する可能性があるため、日中関係において

も中国産食品に対する不安を払拭することが重要だ。食品の安全性に対する不安を払拭する

ためには、消費者のニーズにかなった適切な情報の提供が必要である。政府が情報の提供を

しているにもかかわらず、消費者は食品安全行政をあまり認知しておらず、必要な情報提供

がされていないと感じている。また、消費者が食品の安全性に関する情報を手に入れる主な

手段である、マス・メディアによる報道内容は一面的なものが多い。 

以上の現状分析を踏まえ、本稿が取り上げる問題点は、①日中両国は農業分野における協

力の枠組みを必要としている、②消費者に対して、「食の安全」に関する適切な情報提供が

されていない、の2点である。これらの問題点を是正し、安定した日本の食料供給を行うた

めに本稿では以下の政策提言を行う。 
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提言Ⅰ 農業分野における日中の協力を推進せよ 

提言Ⅱ 輸入食品に対する広報体制の強化 

   ―「輸入食品でスマイルキャンペーン」を創設・実行せよ 

Ⅰについて、日本は卖に中国から農業製品を輸入するという視点から、中国と共生するとい

う視点へ転換し、農業分野において協力関係を構築することが重要である。中国は最大の食品輸

出相手国であり、中国の食料・農業分野の持続的な発展は日本の食糧安全保障に資する。 

Ⅱは、消費者が気軽に楽しく参加できるような輸入食品についてのキャンペーンの創設・

実行である。消費者に対し、輸入食品の安全性について適切な情報提供をする契機となるだ

ろう。 



ＩＳＦＪ政策フォーラム２００８発表論文 20th – 21st Dec. 2008 

 4 

 
 
目次 

はじめに 

第１章 日本側の食料供給の現状 

第 1 節 日本の食料自給率と海外からの食料輸入依存 

第 2 節 日本における中国産食品の輸入の現状 

第２章 中国側の食料供給の現状 

第 1 節 中国の食料自給率と農業政策の動向 

第 2 節 中国の農産品輸出の動向 

第３章 輸出食品に対する中国の検査体制の現状 

第 1 節 中国産食品の安全性問題の変遷 

第 2 節 食品輸出制度の強化 

第４章 日本の消費者の中国産食品に対する意識の形成 

第 1 節 日本の消費者の中国産食品に対する不安の拡大 

第 2 節 輸入食品に対する広報の現状 

第５章 政策提言 

提言Ⅰ 農業分野において日中の協力を推進せよ 

提言Ⅱ 輸入食品に対する広報体制の強化 

   ―「輸入食品でスマイルキャンペーン」を創設・実行せよ 

 

参考文献・データ出典 

 



ＩＳＦＪ政策フォーラム２００８発表論文 20th – 21st Dec. 2008 

 5 

はじめに 

問題意識と本稿の目的 

 

 日本の食料自給率は 40％（平成 19 年度）と先進国の中でも最低の数値である。そして食

品の多くを中国の輸入に頼っている。つまり、日本の安定的な食料供給のためには、中国の

農業の安定が欠かせないと言える。また、中国産冷凍ホウレンソウや中国産冷凍ギョーザ中

毒事件で明るみに出た日中間の食の安全の問題によって、日本の消費者は中国産食品に対し

て不安を抱いている。本稿の問題意識は次の２点に集約される。すなわち、➀日本の中国へ

の輸入依存、②国民への情報不足、という２点である。こうした問題意識を前提に、本稿で

は中国の農業支援政策と輸入食品の安全性に対する消費者の信頼確保に係る政策提言を行

いたい。本稿の目的は、中国の食品の安全性を高め、日本の安定的な食料供給を図ることで

ある。 

 近年、我が国では食料自給率の低下や、耕地面積と農業就業者数の減尐が顕著であり、輸

入食品に頼らざるを得ない現状である。特に、中国からの輸入への依存傾向は強い。中国は

2006 年に輸出入総額でアメリカを抜き、日本の最大貿易相手国となった。生鮮・冷凍野菜

の半分以上は中国からの輸入に依存しており、冷凍食品の輸入に至っては3分の2を占める。

日本人の生活において、中国産食品は重要な割合を占めており、例え日本の食料自給率が向

上したとしても輸入は依然として必要であるというほど不可欠である。 

中国の食料自給率は 95％という高水準を維持しているが、人口増加や経済成長に伴い食

料需要は増加し、都市化、工業化及び緑化事業などによって耕地面積は減尐している。さら

に、世界の食料需給バランスは逼迫しているにもかかわらず、中国は食料需要の増加から輸

入を拡大し、主要穀物に対し輸出規制を行っている。現在中国政府は、食料生産の維持や耕

地面積の減尐などの課題に直面している。中国の農業の持続的な発展は日本の食料安全保障

に資することから、日本は中国の農業政策を支持する必要性と利害関係を有している。 

前述したように、中国で生産・輸出された食品の安全性について様々な事件の発生がある。

中国産食品は違反件数の１、２位をほぼ占めており、中国産食品の安全性確保は急務である。

中国側は食品輸出制度の強化を図っている。実際に、検査段階での食品の合格率は著しく高

い。中国が行っている食の安全性確保に対する取り組みは、現段階で実行できる妥当な対応

であり、実情に合致していると言えるのではないか。中国は今後、安全性に関する国際基準

に沿った制度の整備が必要になってくるだろう。食品検査の民間委託及び輸出国委託を縮小

すること、特に流通過程における安全行政の拡大などによって、対応していくことが望まれ

る。 

日本の消費者は中国産食品に対し依然として不安を抱いている。これは消費者の意識悪化

に留まらず国家間の関係が悪化する原因に発展する可能性があるため、日中関係においても

中国産食品に対する不安を払拭することが重要だ。食品の安全性に対する不安を払拭するた

めには、消費者のニーズにかなった適切な情報の提供が必要である。政府が情報の提供をし

ているにもかかわらず、消費者は食品安全行政をあまり認知しておらず、必要な情報提供が

されていないと感じている。また、消費者が食品の安全性に関する情報を手に入れる主な手

段である、マス・メディアによる報道内容は一面的なものが多い。 
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こうした問題意識から、本稿では、まず第１章において、日本側の食料供給の現状分析を

行い、それに対して第２章で、中国側の食料供給の現状分析を行う。次に、第３章では、輸

入食品に対する日本の検査体制及び輸出食品に対する中国の検査体制の現状を分析する。第

４章では日本の消費者の中国産食品に対する意識形成の現状分析をし、現在の広報体制の問

題点を浮き彫りにする。最後に第５章において、２つの問題点の解決策として、以下の提言

を行う。 

提言Ⅰ 農業分野における日中協力を推進せよ 

提言Ⅱ 輸入食品に対する広報体制の強化 

   ―「輸入食品でスマイルキャンペーン」を創設・実行せよ 

 

Ⅰは、中国と農業分野における協力を推進する為の提言である。中国で現在推進されてい

る農業発展に向けた取組には、日本が支援を行うことができる可能性と必要性が存在する。

協力体制の構築は、日中双方に利益をもたらし、食料安全保障に資するだろう。 

Ⅱは、輸入食品に対する広報体制の強化についての提言である。食の安全に携わる前述の

政府機関が協力して、輸入食品の安全管理について国民に知らせ、食の安全について関心を

持たせるため、消費者が気軽に楽しく参加できるような輸入食品についてのキャンペーンの

創設・実行を提唱したい。消費者に対し、輸入食品の安全性について適切な情報提供をする

契機となるだろう。 

 

以上 2つの政策が、日本の総合的な食料安全保障に資することを期待してやまない。 
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第1章 日本側の食料供給の現状 

日本の総合的な食料安全保障を実現する為には、まず、日本の食料供給の現状を概観する

必要がある。日本の食料自給率は 40％(平成 19年度)と、先進国の中でも最低の数値である。

そして、耕地面積、農業就業者数ともに年々減尐を続けているのが現実である。このような

状況下において、外国からの輸入に依存することは避けられず、日本企業は 1980 年代から、

輸入業者を中心に海外特にアジア諸国において農産物を生産・輸入するいわゆる開発輸入を

推進してきた。その結果、多くの理由から開発輸入先の中でも特に中国からの食品輸入が進

んだ。そして現在、日本の食品輸入に占める中国の割合は非常に大きなものになっている。

このような現状に対し、農林水産省は『平成 19年度食料・農業・農村白書』において、国

としての食料・農業・農村政策の対応の方向性を打ち出している。 

本章では、第 1節において日本の食料自給率の変化と海外輸入に依存している現状を明ら

かにする。続いて第 2節では、日本の食料輸入は海外でも特に中国に依存している現状を明

らかにする。 

 

第1節 日本の食料自給率の変化と海外からの食

料輸入依存 
本節では、日本の食料供給の現状を農林水産省の統計に基づいて分析する。 

  

１．日本の食料自給率の低下及び農業構造の変化 
日本の食料自給率はカロリーベースで見ると、昭和 40年度には 73％あったものの、現在

は 40％となっている。また、穀物自給率は 28％と更に低い数値であることが分かる(図 1)。 

次に、日本の食料自給率を世界の主要先進国と比較したものが図 2である。フランスは最

大で 128％、アメリカは 122％、ドイツは 84％、イギリスは 70％と続く。そして自給率が半

分を割っているのが、スイス、韓国、日本であり、それぞれ 49％、46％、40％である。こ

こから、日本の食料自給率は主要先進国の中でも最低の水準にあることが分かる。 

図３は、我が国の耕地面積と農業就業者数の推移を表している。耕地面積は統計開始時の

601.2 万ヘクタールから 469.2 万ヘクタールまで減尐しており、総就業者数に占める農業就

業者の割合は 38％から 4％と減尐傾向が顕著である。上記割合が減尐しているだけでなく、

農業就業者数自体が一貫して減尐傾向にあるのが現実と言える。 
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図 1 日本の食料自給率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 わが国と主要先進国の食料自給率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 日本の農業構造の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：いずれも農林水産省( http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/011.html ) より 

 

http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/011.html
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このような状況下において、外国からの輸入に依存することは避けられず、日本企業は

1980 年代から、輸入業者を中心に海外において農産物を生産・輸入するいわゆる開発輸入

を推進してきた。 

1990 年代から始まった食品産業の海外直接投資の拡大が、食料・農産物の開発輸入の増

大を招いた。とりわけ重要なのが中国をはじめ、タイ、インドネシアなどアジア諸国からの

調製食料品の輸入であった。その理由としては、当時の円高による価格低下に加えて、品質、

規格、納期、安全性などに関して改善された点が大きいとされる２。この開発輸入が推進さ

れていった結果、我が国の農業や食品産業に影響が及び、食料供給システムは変化し、現在

の輸入依存体制が形成されていったといえる。そこで次項では、日本の食品輸入の現状を明

らかにしていく。 

 

２．海外からの食品輸入に依存する日本 
本節では、日本の食品輸入の現状を分析する。それによって、①海外からの食料輸入が増

大していること、②特定の国から特定の食料を輸入していること、を明らかにする。 

(1)海外からの食料輸入量の増加 

 図 4は、1960 年度から 2007 年度までの我が国の主要食料の輸入量を表したものである。 

 

図 4 主要食料の輸入量の推移 ( 単位：1,000 トン)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林水産省『食糧需給表』より筆者作成 

 

主要食料の輸入量は、1960～1963 年度の間 1億トンに満たなかったが、その後 90年代ま

で飛躍的な増加を見せ、1994 年度に 5 億トンを超えた。それ以降は横ばいであることが分

かる。いも類・鶏卵は 1960 年度輸入されていなかった３が、それぞれ約 90万トン、12万ト

ンずつ輸入されるようになった。特に増加が顕著なのは、野菜・肉類・魚介類・果実であり、

それぞれ 202 倍、58倍、57倍、43倍に膨れ上がった。詳しい数値は以下の表 1を参照され

たい。 

                                                     
２ 斎藤高弘(1997 年 1 月)『開発輸入とフードビジネス』農林統計協会  

３ 統計では 0トンと記載されているが、1,000 トン卖位の記載である為、1000 トン以下の量で輸入されていた可能性も

あるが不明である。 
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表 1 1960年度と 2007年度の輸入量の比較及びその倍率 ( 単位：1,000 トン)  

品目 1960 2007 倍率 

穀                  類 4,500 26,856 5，96 

い        も          類 0 919 比較不能 

豆                    類 1,181 4,377 3，70 

野                    菜 16 3,246 202，87 

果                    実 118 5,130 43，47 

肉                    類 41 2,416 58，62 

鶏                    卵 0 122 比較不能 

牛   乳  及 び  乳 製 品 237 3,958 16，70 

魚         介         類 100 5,711 57，11 

出典：図 4 に同じ 

 

ここで強調したいことは、前掲図 1で示した食料自給率の減尐に伴って食料の輸入量が増

大している点、及び 90年代半ばから輸入量の伸びが鈍化している点である。 

(2)輸入相手国 

平成 19 年度の農林水産省の農林水産物輸出入概況４によれば、農林水産物の主な輸入相

手国・地域として、1位・アメリカ、2位・中国、3位・豪州、4位・カナダ、5位・タイと

されているが、金額では 1、2位のアメリカと中国が群を抜いている。 

次に、米国、豪州、中国に焦点を絞って、どのような食品を輸入しているかを明らかにしてい

きたい。 

 

(3)輸入品目 

表 2 主な輸入食品の国別割合 

国・地域

名 
首位の輸入品目 割合 

米国 
とうもろこし 93.40% 

生鮮・乾燥果実 35.10% 

  

大豆 78.00% 

小麦 58.20% 

豚肉 35.70% 

豪州 

牛肉 81.40% 

酪農品 30.60% 

( チーズ、脱脂粉乳等)    

中国 

 

鳥獣肉調製品 52.30% 

( ソーセージ類、牛肉・鶏肉調製品等)    

中国 

天然はちみつ  89.80% 

そば  78.90% 

くり 76.50% 

  
果実・缶びん詰 39.90% 

( モモ缶、梅、りんご果汁等)    

                                                     
４農林水産省(2008 年 5 月)『農林水産物輸出入概況』 

 http://www.maff.go.jp/toukei/sokuhou/data/yusyutugai2007/yusyutugai2007.pdf 
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中国 落花生 98% 

  野菜( 生鮮、冷蔵、乾燥の合計。詳細は下段 52.10% 

  

 たまねぎ(86.7 ％) 、にんにく(99.8 ％) 、ねぎ(100％) 、にんじん・かぶ

(90.3 ％)  
  

 ごぼう(92.4 ％) 、えんどう(88.8 ％) 、まつたけ(60.92 ％) 、しいたけ

(100％)  
  

 たけのこ(98.2 ％) 、小豆(88.2 ％) 等   

  野菜缶・びん詰類等 57.20% 

  その他の野菜品( 主に冷凍野菜)   51.40% 

  緑茶 93.60% 

  しょうが 92.00% 

  生きている魚( 詳細は下段)  40.80% 

   えび( 塩・乾。63.0％) 、いか(29.5 ％) 、はまぐり(98.6 ％) 、ほたて(95.0 ％)    

   あさり(89.2 ％)    

  塩乾水産物( 乾のり、ひじき、わかめ等)  51.80% 

  水産調整品( 詳細は下段)  66.10% 

   かに調製品(72.4 ％) 、いか調製品(81.0 ％) 、うなぎ調製品(94.2 ％)    

出典：農林水産省『農林水産物輸出入概況( 品目別統計表)』(2007 年) より筆者作成 

 

表２は昨年の輸入食品の中で、米国、豪州、中国がそれぞれトップシェアを占めたもの

をまとめたものである。ここから以下の情報を読み取ることができる。 

① 米国  

・ 穀物(とうもろこし、大豆、小麦)等の主たる輸入先である 

・ 豚肉、生鮮・乾燥果実の輸入量も最も多い。 

③ 豪州 

・ 牛肉、酪農品の主たる輸入先である。 

④ 中国 

・ 生鮮・冷凍野菜の輸入量の半分以上が中国からの輸入によるものである。輸入量

の 8、9割が中国産を占める野菜も尐なくない。 

・ 前記統計(注 5に同じ)によると、日本は中国からの水産物の輸入が最多であり、

そのなかでも、特に貝類の輸入が極めて多い。 

・ そば、くり、天然はちみつ、落花生、緑茶、しょうが等加工しない食品の輸入が

多い。一方で特筆すべきは、鳥獣肉調製品、果物缶・ビン詰、野菜缶・びん詰、

水産調製品など加工を加えた食品の輸入が多い点である。 

第2節 日本における中国産食品の輸入の現状 
  

前節では、日本の食料自給率が低下し、海外からの輸入に依存する傾向がみられ、特定の

国から特定の食料を輸入している現状を分析した。次に、中国産食品の輸入に焦点を合わせ、

日本の食料供給にとって中国が重要な役割を担っているかを明らかにしたい。 

 

中国は、2006 年に輸出入総額でアメリカを抜き、日本にとって最大の貿易相手国になっ

た。また 2002 年からは最大の輸入相手国でもある。そして、近年中国からの食品の輸入金

額は増え続けている。 
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図 5 日本の対中食料品輸入額及び総輸入額費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厳善平『日中農産物貿易における戦略的語形関係の構築を急げ』2 頁５より引用 

元データ：財務省貿易統計 

 

 図 5 は、わが国の対中食料品輸入額と総輸入額の推移を表したものである。  

対中輸入金額に占める食料品の割合は 1990 年代から一貫して低下しているが、これは食

品の輸入が減尐した訳ではなく、衣類、繊維、機器部品等の輸入の増加によるものである６。 

 ここで指摘したいことは、前掲図４で示したように、わが国の食品の輸入は 90 年代半ば

から横ばいで推移してきたにもかかわらず、対中輸入金額は(基本的には量も同様に)増え続

けてきたことである。 

 この理由として、農林水産省は大きく 3 つの要因を挙げている７。 

まず、為替レートによる影響である。1985 年のプラザ合意以降、円高ドル安傾向が続い

てきた一方で、中国の人民元については、対米ドルレートが事実上固定され、数次にわたっ

て切り下げられてきた。この結果として円高元安傾向が続き、中国からの輸入が増加し続け

たということを指摘している。 

 次に、為替以外の要因として、中国の豊富で安価な労働力を挙げている。つまり、中国の

野菜の生産は穀物等の場合に比べて労働集約的であり、中国がその安価な労働力を活かし

て、日本のマーケット向けに安価な野菜供給を本格化させてきたというものである。 

 第 3 の要因としては、我が国における食の外部化の進行が挙げられる。つまり、外食が

増え、簡易で便利な食品の購買の意欲が増し、加工食品・外食用食品の需要が高まっていく

中で、国内生産はそのような業務用需要に対応しきれず、海外、特に中国からの肉類や野菜

およびこれらの調製品の輸入が増えたというものである。 

 従って、中国産食品の輸入量が 1990 年代半ば以降も伸び続けた理由は、中国の安価な労

働力を基盤とした集約的農業によって生み出される野菜、及び鳥獣肉調製品、果物缶・ビン

詰、野菜缶・びん詰、水産調製品などの加工された食品を中心に、日本の消費者のニーズが

増大した点にあるといえるのではないだろうか。 

                                                     
５ 厳善平 (2007 年 12 月)「日中農産物貿易における戦略的互恵関係の構築を急げ」『地域農業と農協』第 27 巻第 3号 

(2007 年 12 月) 
６ 詳しい変化については、財務省『対中国主要輸入品の推移』 

http://www.customs.go.jp/toukei/suii/html/data/y7_5.pdfを参考されたい。 
７農林水産省編(2003 年 8 月)『農林水産物貿易レポート』 

http://www.customs.go.jp/toukei/suii/html/data/y7_5.pdf
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次に、冷凍食品の輸入状況について見てみる。社団法人日本冷凍食品協会のデータによると、

平成 19 年度の冷凍食品の国内消費量における輸入量の割合８は 42.8％である(図 6)。 

 

図 6 日本における冷凍食品の消費量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：日本冷凍食品協会ＨＰ( http://www.reishokukyo.or.jp/report/consumption.html )

より 

 

そして生産国別輸入量９(図 7)を見ると、中国が 3 分の 2 を占め、2 位のタイの 26％を大き

く引き離し、１位である。従って、簡卖に見積もっても、国内に流通している 4 分の 1 の冷

凍食品が中国産であると推測できる。 

 

図 7 生産国別調理冷凍食品輸入数量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：日本冷凍食品協会『調理冷凍食品輸入高調査結果』(2008 年 3 月)  

 

                                                     
８ 社団法人日本冷凍食品協会『日本の消費量推移』(2006 年)  

http://www.reishokukyo.or.jp/report/consumption.html 
９ 同上『調理冷凍食品輸入高調査結果』(2008 年 3 月) http://www.reishokukyo.or.jp/report/import.html 

http://www.reishokukyo.or.jp/report/consumption.html
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このように、日本にとって中国産の冷凍食品の輸入量は非常に多いことが分かる。 

最後に、図 8を見ていただきたい。 

図 8 輸入食料品に占める中国産のシェア ( 金額ベース、％) 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：財務省『貿易統計』各年版より筆者作成 

 

これは輸入食料品に占める中国産のシェアを示したものである。これによると、中国は野

菜で半分を占めることを筆頭に、魚介類、果実、肉類それぞれについても 1割以上のシェア

を占めている。そして前述したように、多くの食品が中国の安価な労働力に依存して生産さ

れた野菜、及び鳥獣肉調製品、果物缶・ビン詰、野菜缶・びん詰、水産調製品などの加工さ

れた食品を中心に、日本の消費者のニーズが存在し続けている。 

ここで、以下の点を強調したい。 

① 私たちの生活において、中国産食品はもはや欠かすことが出来ないほど重要な割合を

占めている。 

② 食料自給率が向上したとしても、中国をはじめとする海外からの輸入食品は私たちの

食卓から無くなるとは考えにくい(農林水産省が発表している食料自給率向上の数値

目標は、「平成 27 年度までに 45％」であり１０、輸入食品は依然として必要不可欠で

あるといえる)。 

 従って、中国産食品の輸入を安定的に確保することは、日本の食料安全保障にとって極め

て重要である。ならば、中国政府は農業政策や食品の生産について、どのような方針をうち

だしているのだろうか。 

 

                                                     
１０厚生労働省『平成 19 年度食料・農業・農村白書』http://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h19/pdf/all.pdf 

 

http://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h19/pdf/all.pdf
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第2章 中国側の食料供給の現状 

前章では、日本の食料供給の現状を概観し、①海外からの輸入を安定して確保し、食料の

供給を行うことは、我が国の食料安全保障の実現に不可欠な要素であること、②我が国の中

国からの食料輸入は拡大し、品目によって中国産食品がかなりのシェアを占めている現状を

明らかにした。 

そこで、本章では中国側の食料供給及び食品の輸出の現状を概観したい。胡錦濤は、「民

は食を国家の礎としており、食糧問題はいかなる時においても極めて重要である１１」と述

べ、食料政策を重視している。1節では、中国の食料自給率と中国の食料・農業政策の動向

について分析を行う。2節では、中国の食品輸出の現状について分析を行う。 

第1節 中国の食料自給率と農業政策の動向 
 

１．中国の食料自給率 

中国の食料自給率は高水準を維持しており、食料供給は全体的に見て良好である。また、

食糧生産量１２は大体 4.5 億～5 億トンを維持しており、総量から判断するに自給には十分な

量を確保している１３。 

食料自給率の具体的数値について、農業部国際協力司の李正東司長は本年 7月に「改革開

放以来、中国の農業と食料生産は発展を続け、特に 2003 年以降食料生産は 4年連続で増加

しており、この 10年間食料自給率は継続して 95％以上を維持している」と述べている１４。   

しかし、中国の食料自給は昔から安定していた訳ではない。1949 年から 30年の間は、大

躍進運動や文化大革命など政治状況の変化に伴い、農業生産の激しい上下動や農村発展の停

滞が発生し、数億人の農民に貧困をもたらしてきた１５。 

次頁の図 9は、改革開放が始まった 1978 年から 1999 年の間に中国の食糧生産量は大幅に

増加していったことを示している。1978 年に約 3億トンであった食糧生産量は、1996 年に

初めて 5億トンの大台を突破し、1999 年には 5億 839 万トンに達した。 

改革開放を経て、その他の農産品の生産と消費も大幅に増加し、大部分の人々が基本的に

は「温飽」(衣食が満ち足りる)レベルに達し、そのうち多くの人々が「小康」(ややゆとり

のある)レベルに到達したとされる１６。図 10は、農産品の例として、1996 年から 2003年に

おける野菜の生産量の推移を表したものである。 

 

                                                     
１１ 『人民日報』（2008 年 11 月 1 日） 
１２ ここでいう「食糧生産量」は、中国語でいう「糧食産量」であり、稲、小麦、とうもろこし、豆類、イモ類を含む

が、その他の農産品を含まない点に注意が必要である。 
１３  劉佩瓊（2008 年 4 月）『当代中国解読』、商務印書館、151 頁 
１４ 中華人民共和国中央人民政府 (2008 年 7 月 4 日)『農業部：中国始終堅持立足国内確保糧食基本自給』 

http://www.gov.cn/jrzg/2008-07/04/content_1035701.htm 
１５ 劉（2008）144 頁 
１６  劉(2008)、145 頁 

http://www.gov.cn/jrzg/2008-07/04/content_1035701.htm
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図 9 中国の食糧生産量の推移 （単位：万トン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：中国統計年鑑（2006）より筆者作成 

 

図 10 野菜の生産量の推移 ( 単位：万トン、１万以下は省略)  

 

 

 

 

 

出典：『中国農業統計資料』1996～2003年版より 

 

 

２． 中国が直面している食料・農業分野の課題 

しかし前述のように高い食料自給率を維持しながらも、13 億の人口を抱える中国の食糧

供給又は農業の未来に対して警鐘を鳴らす声が存在する。例えば、香港の専門家は「中国人

はまだ腹一杯御飯を食べることが出来るし、食料の備蓄も十分である。故に大多数の中国人

は世界規模の食糧危機を未だ実感していない」１７と指摘する。同様の指摘の最たるものが、

1994 年のレスター・Ｒ・ブラウン氏が発表した論文「誰が中国を養うのか？」であろう。

彼が中国において食糧危機が発生する過程を予測したように、現在、人口増加や経済成長に

伴う食料需要の増加及び農地面積の減尐が進んでいる。 

農地面積減尐の主な理由は、①『生態退耕』(生態系の保全のために耕地を森林に戻すこ

と)、及び②建設用地への転用(近年の都市化・工業用地等の需要増の影響)、である１８。 

『生態退耕』は、砂漠化防止のために 1990 年代後半から実施されるようになったもので

ある。同プロジェクトは 2002 年から全国的に実施されたため、2002 年、2003 年の耕地

面積の減尐は大きい。また、建設用地として転用される農地には平地の優良農地が多い。 

                                                     
１７  悲情 (2008 年)『狂 襲中国』publication 出版社、135 頁 
１８  農林水産省・農林水産政策研究所編 (2008)『平成 19 年度カントリーレポート 中国、韓国』、30 頁 
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図 11 中国の農地面積の推移 (単位：1 万 ha、1 万以下の数値は省略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『中国農業発展報告』(2007)より筆者作成 

 

日本の農地面積が現在約 470 万ヘクタールであることを考えると、中国で 1996 年から

2006 年の 10 年間に減尐した農地面積は日本の農地面積の約 1.7 倍に匹敵することになる。 

農地面積の減尐に加え、世界の食糧需給が逼迫する中、中国には食料の輸入を拡大し、国

内用に食料を確保する傾向が見られる。中国は 2004 年に食料輸出国から純輸入国へと変貌

し、2007 年 12 月から主要穀物付加価値税の還付を取り消し、2008 年 1月から主要穀物に対

し輸出税を導入するなどの輸出規制を行っている１９。今年の 1 月～5 月までの主要食料品

の輸出入額を見ると、輸出は前年同期比 12.2％増である一方、輸入は前年同期比で 59.2％

増と大幅に拡大していることが分かる２０。特に、穀物の輸出額は前年同期比で 76.6％減尐

し、輸入は 14.2％増加している。 

このように、中国の食料自給率は 95％という高水準を維持しているにも関わらず、人口

増加や経済成長に伴い食料需要は増加し、都市化・工業化、生態系の保全という目的から耕

地面積が減尐している。さらに、世界の食料需給バランスは逼迫することを背景に、中国は

食料の輸入を拡大し、輸出規制を行っている。 

３． 食料・農業政策の動向 

前述した課題に直面し、中国政府は近時食料の安定的供給に注力する姿勢を明確にしてい

る。温家宝首相は本年 7 月 2 日開催された国務院常務会議において、「食糧の安定した供給

が経済発展と社会安定の確保に大きく影響する」２１と述べ、穀物の生産量や自給率の目標

を盛り込んだ「国家糧食安全中長期規画網要」を決定するに到った。同計画の重要な内容は

以下の通りである２２。 

①食糧生産量の拡大(2020 年までに穀物等の食料生産量を 07年比 7.7％増の 5億 4000 万

トンまで向上させる)及び食料自給率 95％以上の維持 

②耕地減尐の防止(07年で１億 2170万ヘクタールある耕地のうち1億 2000万ヘクタール 

以上の保全) 

③農業関連インフラの整備 

                                                     
１９ 『日本経済新聞』(2008 年 8 月 4 日) 
２０ 農業部（2008 年 7 月 9 日）『2008 年１一５月我国農産品進出口情況』 

http://www.agri.gov.cn/xxfb/t20080709_1080125.htm 
２１ 新華社 (2008 年 7 月 2 日)『温家宝主持召開国務院常務会議』 

http://news.xinhuanet.com/politics/2008-07/02/content_8478368.htm 
２２ 中華人民共和国中央人民政府 (2008 年 7 月 2 日)『国務院常務会議通過国家糧食安全中長期規画網要』 

http://www.gov.cn/ldhd/2008-07/02/content_1034004.htm 
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同計画は、「食糧の総合的生産力は着実に向上し、食品の供給が日増しに豊富になってい

る」と述べる一方、「工業化・都市化の進展や人口の増加・生活レベルの向上によって食料

需要が急激に増加し、耕地の減尐、水資源の不足及び気候変動等の要素が食料生産に与える

影響は年々突出してきている。我が国の食料需給は長期にわたって不安定な状態に置かれ、

食料保障は全面的に厳しい挑戦に直面する」と予測している。 

さらに、今年 10 月に行われた共産党の第 17 期中央委員会第 3 回全体会議(3 中全会)は、 

『農村の改革と発展を推進するいくつかの重要問題に関する中国共産党中央の決定』を採択

した２３。同決定によると、2020 年までに、農業の総合生産能力を向上させ、国の食料安全

と主要農産物の供給を効果的に保障し、農民の一人当たりの純収入を 2008 年より倍増させ

る等の方針が打ち出されている。具体的には、「国家の食料安全を確保する為には、農業構

造の戦略的な調整を推進し、農業の技術的イノベーションを進め、農業のインフラ建設に注

力し、新型農業社会に応じたサービスシステムを構築し、農業の持続的な発展を推進し、農

業の対外的な開放を拡大しなければならない」と述べ、農業面における取組の方向性を示し

ている。 

ここから、食料自給率は依然として高水準を維持しているものの、中国政府は食料・農業

政策を重視している姿勢が分かる。 

第2節 中国の農産品輸出の動向 
 

１． 中国の農産品の輸出方針 

2001 年にＷＴＯ加盟を果たした中国にとって、国内の農業に関する問題と世界市場の動

向にどのように対応するかは大きな課題である。 

中国がＷＴＯに加盟を控えた 2001 年 10 月に「第 10 次 5 カ年計画」が打ち出された。

同計画のなかで、農産物貿易政策の方針は、｢農民所得の増大と領域拡大の為に農産品輸出

を増大させること、及び農業と農村経済の構造調整の方策の一つとして農産品輸出を大いに

発展させる為、農産物輸出に対するサービス、政策的支援を強化するとともに、輸出農産物

の生産基地を引き続き建設する｣と明記されている。 

東京農業大学の大島一二教授は、中国政府が農産物輸出に積極的になる背景として、３つ

の理由を指摘する２４。 

①国内農産物が生産過剰のため輸出により販路を獲得する必要性。 

②農産物価格の下落が農民所得を停滞させたことに対する対処。 

③WTO 加盟による輸入圧力の高まりへの対処(欧米諸国からの貿易自由化圧力により、食

料などの重要作物が増大することへの対処)。 

①及び②について農業部のゼネラルエコノミストの楊堅は、人民日報のインタビューを受

けた際、農産品の輸出の調整と管理の必要性について、以下のように述べている。「我が国

の食料価格は長期的に低く、農業に取り組むことの対価は低く、農民の農業推進に対するイ

ンセンティブを欠いてきた。この数年間で中央政府は農業を強化し農民を優遇する政策を強

化しているが、農村人口が多いことから、農民と農業に対する補助金額は依然として微量な

ものと言わざるを得ない。同時に、農業生産のコスト上昇が一定程度において優遇政策の効

果を打ち消してしまったことも問題である。農業生産の対価が相対的に低いため、場所によ

っては農地を放棄する農民が現れる事例も存在している」。したがって、「食糧生産の支援の

幅を拡大し、総合的な生産能力を向上させ(中略)、輸出の調整と管理を強化することによっ

                                                     
２３ 『人民日報』(2008 年 10 月 13 日) 
２４ 大島一二（2003 年 10 月）『考えよう！輸入野菜と中国農業－変貌する中国農業と残留農薬問題の波紋―』芦書房、

183 頁 
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て、食料価格の上下動を回避することが望ましい」２５。ここから、農産品輸出は過剰生産

を回避し、農民の収入を向上させる重要な手段であることがわかる。 

③について、中国社会科学院中日経済研究中心の白石和良客員研究員は、輸入圧力の高ま

りへの対処として「中国は、競争力のある労働集約型の農作物や畜産物などの輸出拡大を目

論んでいる」と述べる２６。大島は、「中国は農産物の中でも野菜・花、果実などに比較的優

位性を持っている」と述べる２７。 

 

2． 中国の食品輸出の方針 

 

2005 年の中国の食品輸出額の概況を示したものが、図 12 である。 

図 12 中国の食品輸出額 (単位：億ドル、輸出総額 275.9 億ドル) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『平成 19 年度カントリーレポート 中国、韓国』２８、(2008)、農林水産省・農林

水産政策研究所編、42頁 元データ：『中国農産品貿易発展報告』(2006) 

 

輸出額で最も多いのは水産物であり、食品輸出総額の 4 分の 1 以上を占め、79.0 億ドル

に及んでいる。そのうち日本への輸出額が 29.3 億ドルで最も多い。畜産物については、1

章で前述したように、日本に対する鶏肉調整品等のように加工した食品の輸出が多いことが

その要因である。 

特筆すべきは野菜である。野菜の輸出額は 44.8億ドルであり、同様に日本への輸出が 16.3

億ドルと最も多い。大島は、「1985 年の中国の野菜総輸出額に占める日本向け輸出額の比率

は 36.4％であり、1 位の香港の 51.7％には及ばなかった。しかし、年を追うごとに日本へ

の輸出比率は増え、1989 年には、日本は中国にとって 1 位の野菜輸出相手国となり、2000

年には全体の 60.6％を占めるに到った」と述べている２９。 

2008 年 1 月から 2 月において、冷凍餃子中毒事件の影響もあり、中国の日本に対する野

菜輸出額は前年同期比 14.72％減尐の 2 億 2400 万ドルであった。しかし、依然として中国

の野菜輸出総額の 21.56％を占めている３０ことが以下の図 13から分かる。 

 

                                                     
２５ 『人民日報』(2008 年 10 月 7 日) 
２６ 白石和良(2005 年)『農業・農村から見る 現代中国事情』、社団法人家の光協会、93 頁 
２７ 大島(2003)、137 頁 
２８ 注 19 に同じ 
２９大島一二(2003 年)「中国農産物の安全問題と対策」『アジア太平洋地域食料農業情報調査分析検討事業報告書』、農

林水産省国際政策課、２頁 
３０農業部（2008 年 4 月 12 日）『2008 年一季度我国蔬菜市場形勢』 

http://www.agri.gov.cn/xxfb/t20080421_1020717.htm 

http://www.agri.gov.cn/xxfb/t20080421_1020717.htm
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図 13 2008年 1 月～2 月の中国の野菜輸出相手国とその金額( 単位：億ドル) 

  

 

 

 

 

 

 

 

         日本   米国      韓国   ロシア  マレーシア ドイツ  インドネシア 

 

出典：中国農業部(2008)『2008年一季度我国蔬菜市場形勢』 

http://www.agri.gov.cn/xxfb/t2 0080421_1020717.htmより引用。国名を中国語から日本語

に修正 

 

 中国が輸出する食品の中でも野菜の生産に比較優位性を持ち、日本への輸出が多い理

由は以下の 3点である。 

①労働コスト面の安さ。野菜生産は労働集約型であり、大量の労働力を使用しなければな

らない３１。 

②運送コスト面の安さ。野菜輸出国であるアメリカよりも中国のほうが優位である３２。 

③『農産物周年供給システム』の形成。年間を通じて農産物を日本などの輸出相手国に供

給することができる３３。 

 

①について、図 14 は、中国の輸出野菜のうち、約半分が加工保蔵野菜であり、生鮮・冷

凍野菜は 3 割、乾燥野菜は 2 割をそれぞれ占めることを示したものである。卖なる野菜の

輸出ではなく、加工面で中国産野菜は優位性を持つということが分かる。 

図 14  2008 年 1 月～2 月の中国の野菜輸出内訳(単位：億ドル) 

 

 

 

 

 

生鮮・冷凍野菜     加工保蔵野菜       乾燥野菜 

 

出典：図 13 に同じ 

 

                                                     
３１ 大島(2003)、146 頁 
３２ 陳永福(2001)、「加入 WTO 対我国野蔬菜貿易的影響」、『中国農村経済』、中国社会科学院農村発展研究所、1月号 
３３ 大島(2003)、168 頁 



ＩＳＦＪ政策フォーラム２００８発表論文 20th – 21st Dec. 2008 

 21 

③について、図 15 は中国の野菜を輸出する主要な省を示したものである。 

 

図 15 野菜を輸出する主要な省とその金額 ( 単位：億ドル)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 山東     福建     新疆      浙江        江蘇     広東 

 

出典：図 13、14 に同じ 

 

基本的には、新疆を除き輸出の際の利便性から沿海地域を中心に单北に広く分布している

ことがわかる。『農産物周年供給システム』とは、日本向け輸出第 1 位の山東省など北方の

産地で収穫が行えない時期、すなわち冬季から春季にかけては、福建省などの单部地域にお

いて露地栽培で野菜の生産が可能である状況を指す。 

このように、基本的には北方の山東省と单方の福建省の両地で野菜を生産することで、中

国全体としてかなり長期にわたり輸出が可能なシステムを組むことが可能である。これが多

くの外資系企業が注目する中国産野菜の優位性である。 

  

以上のように、中国の食料自給率は 95％という高水準を維持している。しかし、近年の

世界的な食料需給の逼迫、及び人口増加や経済成長に伴う食料需要の増加、都市化、工業化

及び生態系保護のための耕地面積の減尐といった国内状況の変化という課題に直面し、対策

を講じているのが、中国がおかれている現状である。 

 また、中国はＷＴＯ加盟を機に、食品の輸出に力を入れている。その理由として、①国内

農産物が生産過剰のため輸出により販路を獲得する必要性、②農産物価格の下落が農民所得

を停滞させたことに対する対処、③WTO 加盟による輸入圧力の高まりへの対処、がある。

輸出品の中では、中国の豊富で安価な労働力を用いた労働集約型の農作物(野菜・花、果実)

や畜産物などの輸出拡大が進んでいる。 

前章で、日本にとって中国は食品輸入相手国として重要であることは既に述べた。同様に、

中国にとっても日本は食品輸出相手国として重要であるといえる。中国の食品輸出額で 1

番多い水産物、それに次ぐ野菜について、日本が最大の輸出相手国である。野菜の輸出が多

い理由として、①労働コストの安さ、②運送コストの安さ、③年間を通じて農産物を輸出可

能な点、がある。 

したがって、日本と中国は互いを食品の輸出入相手国として重視していることが明らかに

なった。中国は現在、国内における食料需要の増大や耕地面積の減尐などの課題に直面し、

世界的な食糧需給の逼迫から、主要穀物に輸出規制を講じるなど、食料供給についても改め

て意識し行動するようになっている。私たちは卖に食料の輸入国としての視点ではなく、中

国の農業の持続的な発展は、日本の食料安全保障に資するという視点を持ち、何らかの形で

課題解決に向けて協力体制を構築していくべきであろう。 
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第3章 輸出食品に対する中国の検

査体制の現状 

前章では、中国の食料自給率と農業政策の動向、及び中国の食品輸出の現状を分析し、①

国内において食料需要の増加、耕地面積の減尐などの問題に直面しており、その解決に力を

入れていること、②中国にとって日本は食品の輸出相手国として重要であること、を明らか

にした。 

第 1章で言及したように、現状における私たちの食料安全保障は、自給率向上以外にも、

海外からの食品の輸入による安定した供給がなされて初めて現実的に可能なものとなる。し

かし、安定した供給が実現したとしても、輸入された食品の安全性に問題があるならば、食

料安全保障は完全なものとはいえない。したがって、輸入食品の安全性の確保は、食品の輸

入による安定した供給の実現と同時に取り組まなければならない課題であるといえる。 

以上のような問題意識から、本章では、中国で生産・輸出される食品の安全性をめぐる近

年の状況を概観した上で、中国当局はどのような安全性確保策を講じているのか、また、残

された課題は何なのかを分析したい。第 1節では、中国当局が行っている中国産食品の安全

性確保の取組みを分析する。 

第1節 中国産食品の安全性問題の変遷  
近年、中国で生産・輸出された食品の安全性については様々な事件が発生している。日本

で 2002 年に発生した、中国産野菜から政府の基準値を超える農薬の残留が検出された事件、

2003 年に発生した中国産のうなぎ加工品から合成抗菌剤が検出された事件３４などは記憶に

新しい。 

昨年、厚生労働省が輸入食品に対し実施した監視指導の統計３５によると、中国産食品は

微生物違反の件数が 108 件で１位、残留農薬の違反件数も 87 件で１位、有害物質の違反件

数はアメリカの 64 件に次ぐ 56 件で２位、残留動物用医薬品違反件数も２位、添加物の違

反件数は１位、国内の監視で発見された輸入食品の違反事例も 11 件でトップである。 

この統計に対しては、アメリカからの食品の方が輸入件数に占める違反の割合が高いとい

う批判が存在する。具体的には、「厚生労働省の統計によると中国産食品の輸入届け出件数

に対する残留農薬など違反発見率は 0.6％で、米国からの輸入品より低く、同省の輸入食品

安全対策室長である道野英司氏は「輸入量を考慮すると違反率は高くない」３６というよう

な批判である。 

                                                     
３４『日本経済新聞』(2003 年 7 月 4 日) 
３５ 厚生労働省『輸入食品監視指導計画』 (2008 年 8 月) 

http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/dl/tp0130-1al02.pdf 
３６ 『日本経済新聞』(2007 年 9 月 1 日) 
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しかし、平成 16 年～19 年の輸入食品監視統計を参照すると、このような批判は決して正

しいとは言い切れないということが表 3 から分かる。 

 

 3  

    

        

16  81787 487 0.59% 14873 93 0.62% 

17  83494 371 0.44% 15506 61  0.39% 

18  91934 376 0.40% 18172 117 0.61% 

19  91264 530 0.58% 18929 239 1.31% 

出典：厚生労働省『輸入食品監視指導計画』各年版より筆者作成 

  

 表 3 は、平成 16 年～19 年の統計に基づいて、中国とアメリカの違反件数、検査件数

及び違反の割合を計算したものである。上記の批判が中国側の違反発見率として挙げている

0.6％という数字は、平成 19 年の監視指導計画から算出した数字だと思われる。確かに同

年の米国産食品の違反率である 1.31％よりは低いということがいえる。しかしながら、平成

17 年のデータでは、中国のほうが米国の違反率より高い。したがって、過去数年間のデータを

見れば必ずしも中国からの輸入品が米国の輸入品より低いとは言えず、中国産食品は検査件数も

多く、違反率も高いということが言える。ゆえに、中国産食品の安全性確保は急務である。 

輸出食品の安全性に関して、中国国家品質検査検疫総局・輸出食品安全局の李局長は、「輸

出食品の安全を保障するための管理体制を整備した。今後とも、輸出食品の安全を確保する

ため、監督管理を強めていくつもりだ」と述べており３７、実際に食の安全に対する意識は

高まっていることがうかがえる。では、輸出食品の安全性を確保する為にどのような法整備、

監督がなされているのだろうか。 

 

第 2 節 食品輸出制度の強化 
農業部によると、「ＷＴＯ加盟により中国の食料品輸出量は増大し輸出額は上昇したが、

中国の食料品輸出が抱えた問題は、輸出相手国の安全基準との衝突であった」３８。特に、

日本は農作物の安全性に関する消費者の要求水準が非常に高く、近年の日本の農産品貿易に

対する施策強化によって、中国検査当局も安全性検査強化を行おうとする傾向を強めている
３９。例えば、日本向けに上海から輸出される野菜等の農産品は、残留農薬・害虫検査・含

有添加物・異物に対する検査基準強化などの取組みが行われるようになった４０。 

 

１．食品輸出制度の原則 

中国政府は「予防を主とし、根源から監督管理し、全プロセスをコントロールする」とい

う原則に基づいて、「1つのモデル、10項目の制度」を主な内容とする輸出食品安全管理シ

ステムを打ち出した。内容は以下の表 4の通りである。 

                                                     
３７「李局長、品質の安全性は世界の共通の課題』『北京週報』(2007 年 7 月 26 日) 
３８農業部 （2002 年 11 月 12 日）『前三季度我国農産品進出口形勢分析』 

http://www.agri.gov.cn/jjps/t20021112_24280.htm 
３９「安心食品目指しプラン策定 残留農薬の減尐など｣(『人民日報』(2004 年 3 月 23 日) 
４０中華人民共和国駐日本大使館(2007 年 8 月)『中国の食品の品質と安全性｣ 

http://www.agri.gov.cn/jjps/t20021112_24280.htm
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表 4 輸出食品安全管理システム ｢１つのモデル、10項目の制度｣ 

 分野 内容 

１

つ

の

モ

デ

ル 

「企業＋基地+基準化」の生産管理モ

デルを推進 

・輸出食品の品質を保障するような生産管理

方式の推進を導入する 

・中国の国情、輸出食品の現実のニーズにか

なうように生産管理方式の推進を導入する 

 

 

10

項

目

の

制

度 

①供給源の監督管理の３項目 ・栽培養殖基地の検査検疫報告の公簿登録 

・疫病監視･観測制度 

・農薬･獣医薬の監視管理制度 

②工場監督管理の３項目 ・衛生登録制度 

・企業分類管理制度 

・高リスク食品大手企業への検査検疫官の駐在

制度 

③製品監督管理の３項目 ・輸出食品法の検査検疫制度 

・品質の追跡検査とリコール制度 

・リスク警報と緊急対応制度 

④信用建設の１項目 ・輸出食品企業のブラックリスト、ホワイトリ

スト化と掲示の制度 

出典：社団法人 日本食品安全推進委員会｢中国食品の安全状況について｣４１ 

(2008 年 9 月) より筆者作成 

 

以上を原則として、輸出食品の安全管理が行われている。続いて、輸出食品の安全の強化

の為に実行されている取組みを 3点見ていく。 

第 1に、食品生産企業の品質の追跡調査とリコール制度(上記表②及び③参照)である。中

国はすべての輸出食品生産企業に対し、衛生登録登記管理制度を実施し、衛生登録登記を許

可された企業だけが輸出食品の生産・加工に従事できる。現在までに、衛生登録登記許可を

得た企業は合わせて 1万 2714 社ある。また、輸出食品の包装の際にはラベルまたは標識を

貼らなければならず、これにより製品の追跡調査と問題製品のリコールを可能にしている。 

第 2に、食品輸出前の検査検疫の強化(上記表③参照)である。すべての輸出食品は検査検

疫機構によって検査検疫され、合格になってはじめて輸出できる。出国地の税関は、検査検

疫機構から交付された輸出貨物通関書類に照らして輸出食品の検査・通過手続きを取り扱

う。もし輸入国の要求があれば、更に出入国検査検疫機構が衛生証明書を発行しなければな

らず、そのとき食品がすでに出入国検査検疫機構に検査検疫され合格であることを証明し、

追跡調査できる情報を明記する。 

第 3に、輸出企業信用システムの構築の強化(上記表④参照)である。政府は輸出企業の優

良・問題企業のリストを作成する。それにより企業が食品に対する第一義責任者としての自

覚を持つように意識を強化するように指導する。さらに優良企業に関しては、優遇・奨励措

                                                     
４１ 社団法人 日本輸入食品安全推進協会「中国食品の安全状況について」

http://www.asif.or.jp/kanrisha-mado-8.html (2008 年 9 月 9 日) 

http://www.asif.or.jp/kanrisha-mado-8.html
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置を取る。一方で検査への欺瞞行為等を輸出国から指摘された企業については「ルール違反

企業リスト」に加えネット上で公開するなど、政府は取り締まりの強化を行っている４２。 

 

（３）輸出制度と安全性の関係 

前述した取組みは実際に食の安全性は確保につながっているのだろうか。 

中国の高官は 2008 年 3 月 14 日、中国では製品の品質と食品の安全に対する追求システムと責

任調査システムが確立し、食品の合格輸出率が 99%に達したと発表。国家品質監督検査検疫総

局の蒲長城副局長はこの日北京で開かれた「食品消費安全フォーラム」の席上、「中国ではすで

に 1800 項目あまりの食品安全基準、2900 項目あまりの業種基準ができており、構造が合理的で

かなり完備した食品品質安全基準システムが一応できた。また、食品安全信用システムも確立さ

れ、国による監督と検査の度合いも強まり、食品の生産加工と販売など各セクションの安全管理

の能力とレベルも絶えず向上している」と述べた４３。  

以上見てきたように、中国産食品の安全性確保への取組は徐々に強化されてきているとい

える。 

中国における食品輸出検査は、卖なる検査から、生産・流通の全工程に及ぶ検査への発展

過程にあるといえる。そこには依然として様々な問題が潜んでおり、広大な中国であるため

まだ完全には浸透していないのが現状である。 

しかしながら、いかなる国家においても完全な安全保証システムはありえない。食品安全

規制に関する信頼性が確保されているとする先進国、例えば我が国においても事故米や異物

混入など、食の安全性を巡る問題は数多く発生している。 

大島は、中国における食品安全確保の取組みについて、「これまでそれほど重視されなか

った鮮度の維持、見栄えの向上などの新しい動きが生まれている」と述べ、この動向は「中

国経済の発展段階に農産物の生産・流通が適応していくプロセス」と説明する。そして、「農

家・企業が新たな動向に不適応を起こし、過度の農薬の散布や食品公害などを頻発させてい

る」と述べ、「かつて昭和 30 年代～40 年代に日本が経験した食品公害なども原因は同じで

あり、中国特有の時代の変化の急激さゆえに、相対的に深刻に発生している」と説明する４４。 

そのため、中国が行っている食の安全性確保に対する取組みは、現段階で実行できる妥当

な対応であり、実情に合致していると言えるのではないだろうか。中国は今後、安全性に関

する国際基準に沿った制度の整備が必要になってくるだろう。 

しかし、日本人が「安心」して中国産の食料品を購入できない大きな要因として、中国に

おける食の安全性確保への取組の認知度が低い現状があるのではないだろうか。 

 

 

                                                     
４２｢中国の食品品質の安全状況｣『北京週報』（2007 年 8 月） 
４３中国国際放送局 http://japanese.cri.cn/151/2008/03/14/1@113987.htm  
４４ この段の記述は主に、大島(2003)、190～197 頁に拠る。 



ＩＳＦＪ政策フォーラム２００８発表論文 20th – 21st Dec. 2008 

 26 

第4章 日本の消費者の中国産食品

に対する意識の形成 

 前章では、中国産食品の残留農薬事件が発生した後、中国側は輸出食品に対する検査を

拡充、日本側は輸入食品に対する検査体制を強化していた。また、日本企業は生産・加工段

階における管理体制の徹底に腐心している現状を明らかにし、安全性の確保がどのように行

われているかを概観した。そこで、本章では、日本の消費者の中国産食品に対する意識の形

成を分析する。 

第1節では、消費者は中国産食品に対し依然として不安を抱いている現状を明らかにする。

次に、消費者に食品安全について情報提供を行う主体として、第2節で政府やマス・メディ

アの広報体制についてそれぞれ分析を行う。第3節では、消費者が食品の安全性を確認する

重要な要素である「食品表示」について分析を行う。 

第1節 日本の消費者の中国産食品に対する不安

の拡大 
食品輸出における中国政府の取り組みは、第 3章 2項で考察した通りである。上述したよ

うに、近年食品に関わる事件が頻発しているため、中国の輸出検査体制はまだ発展段階では

あるが確実に厳重なものとなってきている。一方で、中国政府の取り組みの是非に関わらず、

日本の消費者は中国産の食品に対する不信感を持っているように思える。本節では、3つの

統計をもとに、消費者の意識についての分析を行う。 

 

（１）社団法人中央調査社『食の安全に関する調査』４５（2007 年） 

「食品の安全性の保証について組織や人がどの程度信頼できると思うか」をたずねたとこ

ろ、「信頼できる」と「どちらかといえば信頼できる」を合わせた信頼感は、「農家」が８割

を超え最も高かった。一方、「どちらかといえば信頼できない」、「信頼できない」を合わせ

た数は過半数を占め、その不信感は「政府や役所」53.2％、「外食産業」59.6％、「輸入業者」

75.9％に向けられていた。さらに、「輸入食品について不安を感じるか」という問いに対し

ては、「非常に不安である」が 42.3％、「やや不安である」が 44.6％と『不安を感じる』人

が９割弱を占め、輸入食品への不安が強いことがわかる。以上の統計から、国民は尐なから

ず「食の安全」に対する不安を抱えており、その中でも特に輸入食品についての不安が顕著

であることがうかがえる。 

 

 

 

                                                     
４５ 中央調査社『食の安全に関する調査』（2007 年）http://www.crs.or.jp/pdf/foodpr07.pdf 

http://www.crs.or.jp/pdf/foodpr07.pdf
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図 16 食品の安全性の保証について組織や人がどの程度信頼できると思うか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：中央調査社『食の安全に関する調査」より引用 

出典：中央調査社( 2007 ) 『食の安全に関する調査』より引用 

 

（２）農林漁業金融公庫「平成 20 年度第 1 回消費者動向調査」４６ 

同調査は、１月に起きた冷凍ギョーザ中毒事件後の消費者の動向の変化について述べてい

る。具体的には、同事件後、中国食品について「購入しなくなった」と答えた人が 80.3％

（「以前は購入していたが、最近は極力購入しないようになった」、「以前も最近も極力購

入していない」、「以前から極力購入しなかったが、最近はより一層購入しなくなった」の

和）を占めた。その一方で「購入している」と答えた人が 4.0％（「以前は購入を極力しな

かったが、最近はより一層購入するようになった」、「以前も最近もよく購入している」、

「以前からよく購入していたが、最近はより一層購入するようになった」の和）と中国食品

を敬遠する傾向が見られる。そして中国食品を購入しない理由は、「農薬や添加物が多そう」

（53.9％）、「もともと信頼できない」（33.3％）が高かった。実際に中国からの輸入食品

には問題点が多く、そのことから消費者の輸入食品に対する不安が広がり、特に中国産のも

のを購入しない国民が増えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                     
４６農林漁業金融公庫『平成20 年度第１回消費者動向調査』(2008 年5 月) 

http://www.afc.jfc.go.jp/information/investigate/consumer/pdf/shohi-h20-06-13.pdf 

http://www.afc.jfc.go.jp/information/investigate/consumer/pdf/shohi-h20-06-13.pdf
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図 17 中国食品の購入状況（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 

 

出典：農林漁業金融公庫『平成 20 年度第１回消費者動向調査』より引用 

 

この調査から明らかであるのは、「中国産の輸入食品に対する不信感が拡大している」と

いうことであろう。消費者の不安を解消するためにも食品の安全性を確保すると共に、中国

産食品に対する不安を払拭することが重要である。これは卖に日本の消費者の為ばかりでは

なく、以下に挙げる事例からも必要であると言える。 

まず、今年韓国で発生した米国産牛肉輸入に対する抗議デモである。BSE 問題から形成さ

れた国民世論は、政府への抗議にととまらず、対米関係へと影響を及ぼした。 

また、言論 NPO による日中共同世論調査４７によると、中国に否定的印象を抱く日本人は

75.6％にのぼり、2007 年の 66.3％から 9.3 ポイント増加した。そして、日中関係の発展を

妨げる要因として 46.2％が「中国産食品の安全性の問題」を挙げている。私たちが指摘し

たいことは、食品の安全性をめぐる問題は、消費者の意識悪化に留まらず国家間の関係が悪

化する原因に発展する可能性があるということである。ゆえに、日中関係においても食品の

安全性を確保すると共に、中国産食品に対する不安を払拭することが重要である。 

 

（３）内閣府による食品安全に関する調査４８（2008） 

 続いて、食の安全性に関して消費者が国に期待する役割はどのようなものだろうか。上記

の調査を見ていく。 

 ｢あなたは、食品安全委員会（内閣府）に何を期待しますか？｣という問いに対し、｢適切

な情報提供｣を選択した人は全体の 64.6％と最も高かった。次いで、｢科学的知見に基づい

たリスク評価の実施｣、｢関係行政機関に対する勧告や意見｣、｢緊急の事態への対応｣と続い

た。 

  

ここから、｢消費者は国に対し情報の提供を求めている｣ということがわかる。食品の安全

性に対する不安を払拭するためには、消費者のニーズにかなった、適切な情報の提供が必要

であるのではないだろうか。そこで以下では、中国食品に対する政府広報、メディアの報道、

および店頭で消費者の目に触れる食品表示の現状について分析を行う。 

                                                     
４７言論 NPO『第４回日中共同世論調査』(2008 年 9 月) 
４８ 内閣府食品安全委員会『食の安全に関する意識調査』（2008 年 6 月） 
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第2節 輸入食品に対する広報の現状 
前節で、中国産食品に対する消費者の不安が広がっていることが明らかになった。本節で

は、政府機関が行っている食品安全に関わる広報の現状を分析し、政府からの食品安全行政

に関する情報の認知度が低い点、及び政府機関が行う広報の問題点、また消費者の情報提供

に重要な役割であるマス・メディアによる報道の問題点を分析する。 

 

第 1項 政府広報の指針 

まず、広報についての政府の指針はどのようになっているのだろうか。農林水産省が発行

した「平成 19年度 食料・農業・農村白書」４９というものがある。ここでは、同白書第 2 部

の『平成 19年度・食料・農業・農村施策』の中から、消費者に対する広報についての施策

について見ていく。 

 

 「食料の安定供給の確保に関する施策」の 1 つに、「食の安全及び消費者の信頼の確保思

索」という項目がある。同項の「消費者の信頼の確保」には６つの項目があり、その中の１

つである「消費者への情報提供」では、以下の 4 点が挙げられている。 

 

（ア）健全な食生活を送れるよう、食品安全や「食生活と健康」について、親しみやすい 

ホームページを作成した。 

（イ）消費者相談の窓口である「消費者の部屋」等において、消費者からの農林水産業や食

生活に関する相談に効率的に対応するとともに、消費者に対し、農林水産行政の情報 

提供及び啓発を行った。特に子どもに対しては、農林水産本省における子ども相談電 

話による対応を行うとともに、社会見学等第２部Ⅱのグループ学習を積極的に受け入れた。 

（ウ）全国に食料品消費モニターを設置し、消費者の意見・要望等を常時把握した。 

（エ）食品の価格の安定に資するため、小売価格の動向にあわせ、機動的な巡回調査を行っ

た。 

  

「食の安全及び消費者の信頼の確保」についての政府の指針は以上のようなものである。

このような政府の施策に対し消費者はどのような意識を持っているのだろうか。次項で、政

府広報の現状を具体的に分析すると共に考察を行う。 

 

第２項 政府広報の現状と消費者の意識 

まず、食品安全行政に関わる 4つの機関の広報体制の現状を分析する。 

 

(1)厚生労働省 

平成20年度厚生労働省輸入監視指導計画５０には「国民への情報提供」の項目があり、「本

省は、ホームページ等により輸入食品等の安全性確保に関する情報を広く国民等へ提供す

る。」としている。具体的には「(1) モニタリング計画等に関する情報の提供(2) 本計画に

基づく監視結果の公表(3) 食品等の安全に関するリスクコミュニケーションの取り組み」の

３つの分野について情報提供をするとし、実際に(1)(2)に関してはホームページ上で公開さ

れ、(3)に関しては意見交換会が開かれ、参加者を募っている。また、「消費者向け情報」

                                                     
４９ http://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h19/zenbun.html 
５０ 厚生労働省 医薬食品局食品安全部(2008 年 3 月 31 日)『平成 20 年度輸入食品監視指導計画の策定について』

http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/dl/08keikaku.pdf 

http://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h19/zenbun.html
http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/dl/08keikaku.pdf
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というところでは「輸入食品の安全確保を目指して～検疫所の仕事～」という動画を用意し、

輸入食品の検査手順をわかりやすく説明している５１。他にも厚生労働省から委託を受けた

社団法人日本食品衛生協会が食品安全情報相談室をはじめ、各種窓口を開設していることを

紹介している。 

 

(2)農林水産省 

農林水産省でもホームページ上の「消費者の部屋」というところで様々な情報を提供して

いる５２。例えば、「輸入野菜の安全管理～検査制度と食品安全への取り組み～中国・タイ

編」というパンフレットで輸出国側の検査体制も説明している。また、毎日1回発行の「食

品安全エクスプレス」というメールマガジンも登録できる。実際に農林水産省本省北別館１

階に「消費者の部屋」を設け、農林水産行政や食生活に関する展示を行っている。 

また、食品に関するリスクコミュニケーションに取り組み、意見交換会を開いている。し

かし、農林水産省や前述の厚生労働省などが開いている意見交換会には食品関係事業者の参

加が多く、一般消費者の参加は2割程度にとどまっているのが現状である５３。 

 

(3)内閣府 

①食品安全委員会 

 食品安全委員会でも「一般の方向けの解説をお探しの方へ」というコンテンツを用意して

いる。週１回のメールマガジンの発行、季刊誌の閲覧や「食の安全ダイヤル」といった相談

窓口も上述の2つの機関同様に開設している。しかし、食品安全委員会という組織の認知度

自体が低い問題点がある。食品安全委員会（平成20年6月実施）『食品安全モニター課題報

告』によると「周囲の人々は食品安全委員会についての認識の変化はあるか」の問いに対し、

63.2％が「名前も知らない人がほとんどである」と答えた５４。 

 

②政府広報オンライン 

 政府広報オンラインは、食の安全確保についても情報提供が行っている。たとえば、「21

世紀の食の安全」の動画では厚生労働省、農林水産省、食品安全委員会の役割を説明してい

る。政府広報はホームページだけでなく、テレビ・ラジオ番組、スポットCM、新聞・雑誌広

告、広報誌などを様々なメディアを通じて行われ、そのバックナンバーを一部ホームページ

上で閲覧することができる。 

 

これらの例を見ると行政は情報提供をしているようである。では、これらの施策に対し、

消費者はどのような意識を持っているのだろうか。ここでは、消費者の食品安全行政に対す

る理解・情報提供の不足を明らかにする。上述の内閣府による「食品安全に関する調査」に

よれば、食品安全行政における国の取り組みや仕組みについて、「良く知っている」又は「あ

る程度知っている」という回答の割合は、インターネット調査では 20.6％だった５５。 

 

                                                     
５１ http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/tp0130-1.html 
５２ http://www.maff.go.jp/j/heya/ 
５３ 輸入食品に関する意見交換会への消費者の参加割合（平成 19 年・厚生労働省） 

１回目・横浜開催 29.7％ ２回目・松山開催 39.1％ ３回目・神戸開催目 17.4％ ４回目・東京開催 12.4％⇒平均 24.6％ 
５４内閣府食品安全委員会『食品安全モニター課題報告』(2008 年 6 月)  

http://www.fsc.go.jp/monitor/2006moni-kadaihoukoku-gaiyou.pdf 
５５ 注 56 に同じ 

http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/tp0130-1.html
http://www.maff.go.jp/j/heya/
http://www.fsc.go.jp/monitor/2006moni-kadaihoukoku-gaiyou.pdf
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図 18 ｢食品安全行政の取組や仕組みの認知度｣ 

 

 

 

 

 

 

 

出典： 内閣府食品安全委員会「食品の安全性の確保に関する施策の浸透状況等について」 

(2006 年 1 月)より引用 

 

 

 また、農林水産省「平成 18 年度第２回安全・安心モニター調査結果」５６では、「行政

の情報提供に対する意識」では、「必要な情報を提供しているとは思わない、どちらかと言

えばそう思わない」を合計すると、全体の約半数を占めた。 

          

図 19「行政による食品安全の情報提供」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林水産省「平成 18 年度第２回安全・安心モニター調査結果」より筆者作成（2007

年１月） 

 

 

 

このように、政府による情報の提供がされているにも関わらず、消費者は食品安全行政を

あまり認知しておらず、必要な情報提供がされていないと感じていることが分かった消費者

がこのように感じる要因として、 

                                                     
５６ 農林水産省「平成18年度第2回安全・安心モニター調査結果について」 
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①政府による広報、主にホームページなどでの情報発信は、情報にアクセスする人が限ら

れてしまう点 

②厚生労働省や農林水産省による意見交換会は、一般の消費者にとって気軽に参加できる

ものではない点 

の2点が考えられるだろう。 

 

第 3項 マス・メディアによる報道の問題点 

次に、消費者に食品安全について情報提供を行う主体として、メディアの報道の現状を分

析する。 

前掲した食品安全委員会が平成20年6月に行った調査によると、食品の安全性に関する情

報の入手先で最も多いのは、「マスコミ（新聞・テレビ）」であり、消費者は情報手段とし

て新聞やテレビといったマス・メディアに依存していることが窺える。 

 

図 20 食品の安全性に関する情報源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府 食品安全委員会 食品安全モニター 

「食品の安全性に関する意識等について」(平成20年6月実施)より筆者作成 

 

しかし、消費者の情報手段として重要な存在であるマス・メディアの報道については、問

題が2点存在する。 

1点目は、違反率などの客観的事実を考慮に入れていない報道の多さである。 

冷凍餃子中毒事件以降、中国産食品からの毒物、農薬、化学物質の検出の報道が後を絶た

ない。厚生労働省「輸入食品監視指導計画」(2006年)によると、中国の違反件数が一番多い。

しかし、違反率からみるとエクアドル、ベトナム、アメリカ、タイ、中国の順で、中国は5

位になっている。中国産食品に関する報道は、往々にして違反率に注目せず、卖に違反件数

の多さに着目した結果、報道数が多くなるという構造が見られた。そして、中国産食品に対

しての報道の多さが、消費者の中国産食品に対する不安の意識形成につながっているのでは

ないか。 
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2 点目は、商業主義の為に扇情的な報道をするといった問題も依然として存在している点

である５７。 

冷凍餃子中毒事件をうけ、2008 年 2 月 1 日付の朝日新聞の社説は以下のように述べてい

る。「中国では、国内の各地でも、残留農薬などによる大規模な食品中毒が頻発している。

中国全体が「食の安全」をあまりにも軽視しているのではないか。その姿勢が改まらない限

り、根本的な解決にはならない」。このような記事からも分かるように、中国産食品に関す

る事件は、「中国」という国に対するイメージ悪化につながる。中国産食品に対する一辺倒

な世論形成は、国民の意識形成に影響を与え、日中関係にも悪影響を及ぼす可能性がある。

実際に第 3 章で分析したように、中国の当局も輸出食品の安全性確保に腐心している現状

がある。したがって、日本政府が消費者に対してバランスのとれた情報提供をする重要性が

ある。 

しかし、先に述べた通り、内閣府、厚生労働省、農林水産省が「食の安全」について消費

者に向けて行っている情報提供の認知度は高いとはいえない。食の安全に対して、消費者の

大部分がマス・メディアを情報源としているならば、政府はマス・メディアに取り上げられ

るような工夫、例えば食の安全についてのイベントやシンポジウムの開催などの努力も必要

である。そして、マス・メディアによって政府の取り組みが報じられるならば、消費者が政

府の発信する情報をマス・メディアを通してではなく自ら入手するきっかけになるのではな

いか。 

 

                                                     
５７高原明生(2008年6月25日)『中国の政治情勢と日中関係の展望』日本貿易会定例午餐会講演内容より 
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第 5 章 政策提言 

本稿では、日中の食料供給及び輸入依存の現状、中国の食料供給及び農業政策の現状、輸出食

品の安全性を確保する為の中国の取組みの現状、海外からの輸入食品に対する政府広報の現状を

分析した。これによって、浮き彫りとなる 3 つの問題点を指摘した。その問題点とは、①「日

中双方にとって中国における農業の持続的な発展が必要であること」、②「日本の食品関連企業

は中国産食品の安全性確保に取組むにあたり、更なる協力関係の構築が必要であること」、③「輸

入食品の安全性について国民への情報提供方法に改善が必要であること」である。 

本章では、この 3 つの問題点を解消し、日本の食料安全保障を実現するための新たな政策提

言を行いたい。提言は以下の 3 点である。 

提言Ⅰ 農業分野における日中の協力の推進 

提言Ⅱ 輸入食品に対する政府広報の強化 

本稿の目的は、日本の食料安全保障の実現を模索し、輸入食品に対する政府広報の強化を図る

ことである。以下では、上記 3 点について、具体的な政策提言を示したい。 

 

提言Ⅰ  農業分野における日中の協力を推進せよ 
第 1 章で分析したように、日本は中国から多くの食品を輸入しており、中国産食品の輸入を

安定して確保することは、日本の食料安全保障にとって重要である。しかし、第 2 章で分析し

たように、中国は人口増加や経済成長に伴う食料需要の増加、都市化・工業化や土地の荒廃によ

る耕地面積の減尐という問題を抱えている。一方で、世界の食料需給は逼迫しており、日中両国

にとって食料の安定した供給を実現するための協力の枠組みを必要としている。ここで、日中の

農業分野における協力の推進を提言する。 

 

(1) 本提言の意義 

中国における農業及び食料政策の持続的な発展は日本の食糧安全保障に資する。 

日本は中国からの食品輸入に依存しており、中国国内の食料自給が安定して実現されることに

よって、中国から食品の輸入を安定して行うことが可能になる。日本は卖に中国から農業製品を

輸入するという視点から、中国と共生するという視点へ転換し、農業分野において協力関係を構

築することが重要である。 

中国にとって、日本は最大の食品輸出相手国であり、食料生産力の維持、農地減尐の抑制、農

民の所得増加など現在抱える課題の解決にあたり、日本は以下のような方法で協力が可能であ

る。 

 

(2) 概要 

中国は農業の発展及び農民の所得増加の為に、①農業の技術化・人材の育成推進、②農業の産

業化、を行っており、日本はこれらの分野において、中国を支援する。 

 

①農業の技術化・人材の育成推進 

【方法】 
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中国の農業と財政部が共同で実施している下記の技術化推進のプロジェクト等に、日本政府

として参画する。同プロジェクト参画の形式として、出資、技術者の派遣、農業関連技術の提

供、日本企業の参加推進など以外に、日本において中国の農業技術者の研修受け入れを拡大し、

農業就業者を育成するという方法も考えられる。 

【現行で実施されているプロジェクトの概要】 

農業の生産性を向上させることを目的として、農業部と財政部の協同組織は 2005 年、『農

業科技導入農家モデルプロジェクト』を全国で開始している。これは実施以来、2 億元の財政

を投入している大プロジェクトであり、「科学研究に携わる人員―研究技術普及人員―育成モ

デル農民―周辺農家」という技術普及ルートを通じて、農業の技術の普及を進めることを目的

としている。育成モデル農民の第 2 の任務は「技術の普及活動の担い手」として、学んだ農

業関連の技術を周囲の農家に伝達させていくことである。 

プロジェクトが実施されたこの 3 年間で、新たに 500 万トンの農産品が増産され、農民の

収入増加の効果も大きく、多くの農民に恵みをもたらしている。 

2007 年末には、育成モデル農家は 26 万件、技術の伝達を受けた周辺農家は 520 万件にの

ぼった。技術を導入した農家はその成果を普及させるルートを構築し、ノウハウの拡大を強化

してきた。2008 年、農業部は 800 の県で 80 万人の農民を育成し、二次的に技術の伝達を受

ける周辺農民を 1600 万人に拡大することを計画している５８。 

【効果及び実現可能性】 

・ 7 億～8 億といわれる中国の農民の総数を考えると、農業就業者の育成を図ることの効果は

直ちに現れないと予想される。しかし、農業の発展にとって農業就業者の育成は重要な取組

であり、日本としては先見的且つ長期的な視点を持ち、中国における食料生産・加工に従事

する人材を育成していく必要性は大きい。 

・ また、育成された人材が食品の生産・加工に従事することにより、「中国産」に対する日本

の国民の不安を払拭する効果も期待できる。 

・ 日本において中国の農業技術者の研修受け入れを拡大し、農業就業者を育成するという方法

をとった場合、国内の農業労働力を誘致することにも繋がり、日本の農業にも貢献する。早

稲田大学の劉傑教授は、「日本の農業人口の低下により高度な農業技術を活かす環境が十分

でなくなる」５９と指摘し、日本における育成方法の実現の必要性を強調している。 

・ 日本企業は、中国において日本の農業技術・ノウハウを用いた生産活動や中国市場開拓を目

的とした戦略を拡大している。 

例えば、アサヒビール株式会社は、今年 9 月下旪から、富裕層が多い都市部を中心に、「美

味しさと安全」を前面に押し出した高級志向の牛乳の出荷を開始している。1 リットル入り

パックが約 22 元～23 元（約 350 円~360 円）と、競合製品の 1.5 倍～2 倍６０の値段がつい

ているが売れ行きは好調といわれる。その生産を担っているのが「朝日緑源農業」という農

業法人である。朝日緑源農業は、アサヒビール、住友化学及び伊藤忠商事が共同に日本独資

で設立したものであり、トレーサビリティの確保や化学肥料などに頼らない地力を自足させ

る循環型農業など、日本の最先端技術による徹底した品質管理を行っている。 

  また、サントリー株式会社は、長年、農家の指導・育成に注力している。中国福建省の茶

産地を担当者が定期的に訪問し、茶葉の生育状況、病害虫の発生状況の把握から、できあが

った茶葉の確認まで一貫した品質保証活動を行っている。常に高品質で安定した原料を維持

確保できるよう、烏龍茶の茶師を養成するほか、福建省と共同で、農家に対して安全な茶葉

作りのための指導を行っている６１ 

                                                     
５８ 本段の以上の記述は、「科技入戸譲農民喜笑顔開」 (2008 年 10 月 11 日) 『人民日報』に拠る。 
５９ 高原明生、劉傑 (2008 年 7 月)「日中関係の新たなスタートラインに立って―今後のよりよい関係構築のためにで

きること―」『SPF ニューズレター No.76』笹川平和財団 
６０(『毎日新聞』（2008 年 9 月 20 日朝刊） 
６１「中国(上海)本質保証センター」サントリーHP サントリーの安全・安心への取り組み 

http://www.suntory.co.jp/company/quality/program/analyze/index05.html 2008 年 11 月 9 日 

http://www.suntory.co.jp/company/quality/program/analyze/index05.html
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   このように、企業にとっては、生産にかかる経費や人件費の安さだけでなく、中国市場進

出という目的からも、中国において生産活動を拡大するニーズは大きいといえる。 

 

  ②農業の産業化 

【方法】 

中国と台湾の間で進められている下記の農業分野の協力を例に、日本と中国との農業分野

での協力関係構築を進める。 

【現行で実施されているプロジェクトの概要】 

   1997 年より、農業部、国務院台湾辯公庁、商務部(以前の経済貿易部)の批准を得て、中

国の 9 つの省市区において海峡両岸農業合作試験区が設けられた。その後、同様に 7 つの

省市区において台湾農民創業園が設立された。この試験区と創業園は、台湾が大陸に投資を

行う重要な対象となっており、その総額は 53 億ドルに上り、台湾の中国農業に対する投資

の 79%程を占めている。 

   経営範囲は、漁業、酪農、養殖、飼料、花、茶葉、バイオ技術及び農産品の高度な加工な

ど主要農業生産領域の多岐にわたる。 

   これらの取組みは、双方に利益があった。中国は、台湾農産品の良質な品種、生産技術及

び管理ノウハウを導入し、現地の農業構造の改革、産業化経営、農民の収入増加を促進する

役割を果たすに到った。台湾は、先進的な技術を生み出し、農産品の競争力を増強し、常に

新しい市場・発展の余地を求めてきたため、中国は格好の投資対象になっている６２。 

【効果及び実現可能性】 

・  農業の産業化は、2002 年に改正された新農業法の 13 条に明確に記されており、近年大い

に推進されている６３。また、今年 10 月に行われた共産党第 17 期中央委員会第 3 回全体会議

において農民による農地使用権の売買容認が認められるなど一連の土地改革の進展を考え

ると、今後の土地の集約が進み、農業も一層産業化が進むことが想定できる。 

・  農業の産業化を推進することが望ましいとする理由は、以下の通りである。 

1)中国の農業の現状は、人が多く土地が尐ない。多くの農産品は産業化した大量生産にな

っておらず、分散した小農家による生産体制であるため、農民の収入増加が望めない。 

2)分散した生産農家、および経営が産業化した農産品加工業と販売企業の三者を結びつける

ことによって、産業化した経営の加工業と販売・サービス業の利益を農業生産に安定的に

流入させることができ、農業生産の技術向上と農業投資を促進することができる６４。 

・  日本は中国において開発輸入を行ってきたノウハウがあり、産業化を進める基礎が整って

いる。 

 例 1)日系商社 

中国全土に支社を有する日系商社は、ネットワークを利用し、専門業者を組織する一方、現

地に栽培技術者を派遣し、現地農家への指導を展開し、日本側の消費性向に基づいた農産物生

産を行っていった６５。 

例 2)種苗業者 

 現地の気象、自然、栽培、土壌状況を調査し、現地に適合した品種を選定する際に大きな役

割を果たした。現在、日本の大手種苗会社は中国各地に支店をもち、中国の輸出農産物主要産

地では趣旨の購入も容易になっている６６。 

 
 
 
                                                     
６２ 本段の以上の記述は、「両岸農業合作：人人都有願望」(10 月 21 日) 『人民日報』に拠る。 
６３白石和良(2005 年)『農業・農村から見る 現代中国事情』、社団法人家の光協会、24 頁 
６４ 樊 (2003)、104 頁 
６５ 大島(2003)、149 頁 
６６ 大島(2003)、150 頁 
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提言Ⅱ 輸入食品に対する広報体制の強化 
   ―「輸入食品でスマイルキャンペーン」を創設・実行せよ！ 
輸入食品に対する広報体制の強化について、環境分野を参考に提言をしたい。地球温暖化

対策として政府主導で「チーム・マイナス６％」という国民的プロジェクトが 2005 年から

行われている。このプロジェクトに賛同し、登録をしている個人は 280 万 7600 人、企業・

団体は 25926 に及ぶ（2008 年 11 月 9 日現在）６７。CO２削減のための６つのアクションの提

案や、イベントの開催などで国民に気軽に環境問題について考える場を提供している。最近

では企業の広告でこの取組への賛同を示す「チーム・マイナス６％」のロゴマークを見かけ

ることも多くなった。個人・企業を巻き込んでのプロジェクトは国民に地球温暖化問題を浸

透させるのに一定の役割を果たしたと言えるだろう。食に関するプロジェクトとしては、農

林水産省の「FOOD ACTION NIPPON」というものがある。同活動の趣旨は、日本の食料問題

の現状と国の方針を理解し、日本の食料自給率アップを推進することである６８。 

第４章２節で述べたように、 20

安定供給の確保を達成する為に打ち出した施策の１つに「食の安全及び消費者の信頼

の確保」がある。そのうち、「消費者への情報提供」には、4 つの方法が提案されている。

本稿ではこれらに加え、5 つ目の施策として、「輸入食品でスマイルキャンペーン」の創設・

実行を提言する。本キャンペーンの趣旨は、食の安全に携わる前述の政府機関が協力して、

輸入食品の安全管理について国民に知らせ、食の安全について関心を持たせるということで

ある。以下で、本キャンペーンの意義、概要、実現可能性と問題点という３つの項目別に見

ていく。 

 

(1)意義    

本キャンペーンを実現する意義は、以下の４点である。 

①第４章１項で述べたように、輸入食品、特に中国産食品に対する不安の拡大は、我が国

と中国の政治的関係にも影響を及ぼす。中国産食品に対する不安を払拭することにより、政

治的関係の安定、即ち日本人の中国に対するイメージを改善し、両国の良好な関係の構築に

貢献する。 

②第４章２項で述べたように、政府による｢食の安全｣に関する広報はされてはいるが、情

報の提供として効果的ではないという問題点がある。一般の消費者が情報を得るために、気

軽に国民が参加できる。 

 ③輸入食品の安全性の強化は、コスト面などの問題から企業が主体となって全面的に取り

組むことは不可能である。またメディアに関しても、民間の媒体は商業主義に走りがちであ

るために、情報の中立性・公平性を保つことが難しい。よって、政府が主体となって行う必

要がある。 

④地球温暖化問題や食料自給率問題とは異なり、輸入食品の安全性に関する問題は国民が

率先して取り組んで解決できることではない。まずは、広報によって問題の所在と問題に対

する国の取り組みについての国民の認知度を高め、国民自らがより多くの情報にアクセスす

ることを促すことが重要である。 

 

(2)概要 

ここでは本キャンペーンの内容の具体的な例を示す。                 

 

①イベントの開催 

FOOD ACTION NIPPONでは、「Feel Japan Food in 日本橋」や「お台場オトナPARK2008」

                                                     
６７ 「チーム・マイナス 6％―みんなで止めよう温暖化」http://www.team-6.jp/（2008 年 11 月 9 日アクセス） 

６８ 「FOOD ACTION NIPPON」http://www.syokuryo.jp/event/081110.html（2008 年 9 月 20 日アクセス） 

http://www.team-6.jp/
http://www.syokuryo.jp/event/081110.html
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６９など、数々のイベントを開催している。これらのイベントは、同プロジェクトの趣旨で

ある食料自給率問題を考えると共に、飲食店による応援特別メニューの提供やゲストによる

トークショーなど楽しく気軽に参加できるようなプログラムを組んでいる。 

これに習い、「輸入食品でスマイルキャンペーン」でもイベントを開催する。対象は、輸

入食品を購入する機会の多い主婦や、食に関する教育としての側面も強いため、小・中学生

などである。期間は夏休みなどの長期休暇中７０、場所はお台場などの人が集まるところで

行う。 

本イベントの目的は、「輸入食品の安全について国民に関心を持ってもらい、情報を国民

に正しく発信するきっかけを作る」ことである。例えば、輸入食品の生産・加工・輸入の過

程や、検査過程を学べるような映像を流し、パネルの設置を行う。これらに関しては、第４

章２節で触れたように、農林水産省の「輸入野菜の安全管理～検査制度と食品安全への取り

組み～中国・タイ編」や、厚生労働省の「輸入食品の安全確保を目指して～検疫所の仕事～」

といった消費者向けの映像、パンフレットを既にホームページ上で見ることができる。そこ

で同じような映像をイベント会場で流す。また、その様子を再現して模型などを置けば、身

近に体験できるので、さらに良い。普段、家庭で食べているような加工食品・冷凍食品を取

り上げ、その製造過程を実際に観ることによって、輸出国の努力、我が国や企業の検査にお

ける努力などを理解し、安全が保障されていることを実感できるだろう。 

また、消費者が進んで足を運びたいと思えるような内容として、以下のような企画も用意

したい。 

 

・輸入食品を食べよう！コーナー 

輸入食品の試食が出来るコーナーを設ける。FOOD ACTION NIPPONによる「Feel Japan 

Food in 日本橋」では、各レストランにてオリジナルメニューの提供がされている。「実際

に食べられる」という点は、消費者が参加したいと思える要素となると考える。さらに、そ

こでは輸入食品に対する消費者の意見や質問を、直接国や企業に対し発信できるようにする。

試食コーナーでは、実際に気に入った食品を購入できるようになっている。 

 

・子ども向け「食の安全守り隊！スタンプラリー」 

子どもたちが「農場→収穫→加工→検査→輸出→輸入→検査→流通→家庭」というステー

ジを回り、クイズに答えるとスタンプがもらえ、それを全部集めると景品が貰えるなど、ゲ

ーム感覚で輸入食品の製造過程を学ぶことが出来るコーナーを作る。例えばJR東日本が行っ

た「ポケモンスタンプラリー」７１を参考にする。また、農林水産省が近年積極的に取り組

んでいる食育７２の一端を担う役割も果たす。 

 

②マス・メディアによるPR 

マス・メディアを使って広報を行う。具体的には、テレビ番組、CM、広告などである。第

４章３項でもあげたように、国民がマス・メディアへの情報依存は極めて強く、その影響も

大きいと考えられるためである。実践されている広報として２つの例を挙げる。 

まず、TBSで平日は毎日放送されている「食の達人」７３という5分間番組がある。同番組

                                                     
６９ 「お台場オトナ PARK2008～素敵な大人の３DAYS～」 

http://wwwz.fujitv.co.jp/otona-park/index2.html（2008 年 9 月 13 日アクセス） 
７０ チーム・マイナス６％がスペシャルサポーターとして参加した、フジテレビによるイベント「お台場冒険王ファイ

ナル」は、夏休み期間である 2008 年 7 月 19 日～8月 31 日の 44 日間開催で総来場者数は 433 万 4911 人。 
７１ JR 東日本「ポケモンスタンプラリー」http://www.jreast.co.jp/pokemon-rally/ JR 東日本首都圏 93 駅＋東京モノ

レール 2 駅の計 95 駅という大きな規模にも関わらず、スタンプを全部集めると景品が貰えるなどして多数の子ども

たちが参加した。 

７２ 農林水産省「なぜ？なに？食育‼ 」http://www.maff.go.jp/j/syokuiku/index.html （2008 年 9 月 25 日アクセス） 
７３ TBS「食の達人」http://www.tbs.co.jp/shokutatsu/ （2008 年 9 月 13 日アクセス） 

http://wwwz.fujitv.co.jp/otona-park/index2.html
http://www.jreast.co.jp/pokemon-rally/
http://www.maff.go.jp/j/syokuiku/index.html
http://www.tbs.co.jp/shokutatsu/
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は、FOOD ACTION NIPPONプロジェクトの１つである。この番組を見た視聴者が同プロジェ

クトに関心を持ち、情報にアクセスするきっかけとなる。 

次に農林水産省による、朝９時までの朝ごはんを推進のための「めざましごはん」キャンペ

ーン７４では、朝食欠食率の高い若者の通勤・通学の行動に合わせて交通広告を展開してい

る。店頭でのポスターや DVD にも、「めざましごはんちゃん」が登場する。親しみやすいキ

ャラクターを使い、人々の目に触れるような場所に設置することでプロジェクトの浸透に繋

がっている。さらに、「めざましごはん」キャンペーンは、有名人を使ってテレビ CMも行っ

ている。  

 

      
出典：農林水産省「めざましごはん広告」

http://www.maff.go.jp/j/soushoku/kakou/mezamasi/concept/koukoku.htmlより引用 

 

③ロゴマーク 

ロゴマークを作って、企業が自身のホームページや製品で賛同を示したり、自社製品にマ

ークを貼付したり出来る。例えば、厚生労働省の「特定保健用食品許可マーク」や、今年開

催された北海道洞爺湖サミットのロゴマークが挙げられる。消費者が覚えやすく、簡卖に賛

同を示していることがわかる。 

 

 
 

    
 

(3)実現可能性 

                                                     
７４ 農林水産省「めざましごはん」http://www.maff.go.jp/j/soushoku/kakou/mezamasi.html （2008 年 9 月 13 日アク

セス） 

 

 

出典：厚生労働省「特定保健用食品」

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyok

u/iyaku/syokuanzen/hokenkinou/hyouz

iseido-1.htmlより引用 

 

 

 

 

 

出典：首相官邸「北海道洞爺湖サミット」 

http://www.kantei.go.jp/jp/summit/ 

より引用 

http://www.maff.go.jp/j/soushoku/kakou/mezamasi/concept/koukoku.html
http://www.maff.go.jp/j/soushoku/kakou/mezamasi.html
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/hokenkinou/hyouziseido-1.html
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/hokenkinou/hyouziseido-1.html
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/hokenkinou/hyouziseido-1.html
http://www.kantei.go.jp/jp/summit/
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 本キャンペーンの実現のためには、主催する政府、協賛する食品企業・メディア、また実

際に参加する消費者など多くの要素が不可欠である。キャンペーンの実現は実際に可能であ

ろうか。また問題点があるとすれば、どのような点であろうか。 

 

①実現可能性 

・政府 

日中関係の政治的・経済的両面の安定に繋がる。 

・メディア 

メディアは本プロジェクトのイベントなどをニュース番組で取り上げ、実際に番組やCM

を流す媒体としての役割を担う。これらの情報を広報することは、中国産冷凍ギョーザ事件

以来、求められている消費者、すなわち視聴者の輸入食品の安全に関する情報のニーズに合

致することが期待できる。 

・企業 

協賛企業は、輸入食品に対する不安が払拭されることにより、自社製品の売り上げ拡大に

つながるという点が挙げられる。ロゴマークが浸透すれば、製品の質に対する安心も高まり、

企業イメージの向上に繋がる。またイベントでは、実際に多くの消費者に製品を売る機会が

設けられるため、参加するメリットがある。 

・消費者 

消費者にとっての利点は、政府や地方自治体が主催している意見交換会やリスクコミュニ

ケーションよりも楽しく、気軽に参加できる点にある。これらの広聴会には一般の消費者が

ほとんど参加していないことは既に述べた。また、イベントでは協賛企業によるお土産の配

布や子どもも楽しめる企画などにより、消費者自らが参加しようとするインセンティブとな

り得るだろう。 

 

以上、それぞれの視点からのメリットを挙げた。このように、キャンペーンを実現するこ

とはどの視点に立っても有益であり、実現可能であると言える。 

 

②問題点 

問題点としては、影響を及ぼす範囲が限られてしまうことが挙げられる。現状よりは「輸

入食品の安全」に関心を持つ人が増え、知識や情報をより多く得ることが出来るので、「輸

入食品＝危険」という不安は払拭できる。しかしながら、イベントなどの開催は地域が限定

されてしまい、ホームページでのPRはなかなか浸透しづらい。よって、すぐに国民に浸透す

るというわけではない。浸透しているように思われるチーム・マイナス６％の参加人数です

ら、全国民の2％程度である。けれども、上述したようにマス・メディアでの広報より、国

民に浸透させることは充分可能である。 
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